
【資料１】 

 

 

府中市地球温暖化対策地域推進計画 

中間見直し 

 

 

第１回 環境審議会 

会議資料 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年 7 月 13 日 

府   中   市 



  

 



  

 

目 次 

 

第 1章 中間見直しの経緯・目的 ······································································· 1 

 

第 2章 温室効果ガス排出量の現況 ·································································· 2 

1. 現況の把握方法 ··················································································· 2 

(1) 対象とする温室効果ガス ··································································· 2 

(2) 対象とする部門 ·············································································· 2 

(3) 温室効果ガス排出量の算定方法 ························································· 3 

2. 府中市の二酸化炭素排出の状況 ······························································ 5 

3. 部門ごとの二酸化炭素排出量の動向 ·························································· 7 

(1) 二酸化炭素排出構造 ······································································· 7 

(2) 部門別の排出量の推移 ····································································· 8 

(3) 家庭部門の動向 ············································································· 9 

(4) 業務部門の動向 ··········································································· 10 

(5) 産業部門の動向 ··········································································· 11 

(6) 運輸部門の動向 ··········································································· 12 

(7) 廃棄物部門の動向 ········································································ 13 

4. 府中市の６ガス（ＣＨ４、Ｎ２Ｏ、ＨＦＣＳ、ＰＦＣＳ、ＳＦ６、ＮＦ３）の状況 ·························· 14 

5. 府中市の温室効果ガス（現況）のまとめ ······················································ 15 

 

第 3章 市民及び事業者の環境意識調査結果 ···················································· 16 

1. 市民の環境意識調査結果 ····································································· 16 

(1) アンケート実施概要 ········································································ 16 

(2) アンケート結果概要 ········································································ 17 

2. 事業者の環境意識調査結果 ·································································· 27 

(1) アンケート概要 ·············································································· 27 

(2) アンケート結果概要 ········································································ 27 

 

第 4章 中間見直しのスケジュール ·································································· 34 

 

 

 

 

 



  

 

 

 



1 

第1章 中間見直しの経緯・目的 

府中市では、「地球温暖化対策の推進に関する法律（以下、地球温暖化対策推進法とします）」（平成１０

（１９９８）年施行、平成 2６（２０１４）年５月改正）に基づき、平成２３（２０１１）年３月に、本

市の温室効果ガス排出量削減の目標と地球温暖化対策を体系的に示した「府中市地球温暖化対策地域推進

計画（以下、本計画とします）」を策定しました（表１-１）。 

本計画では、計画期間を平成２３（２０１１）年度から平成３２（２０２０）年度までとしており、計

画期間中に社会経済の変化や地域を取り巻く自然環境の変化に対応するため、中間段階での目標等の到達

状況を点検することとしています。 

今回、策定から５年が経過したことから、本計画における目標の到達状況や施策・事業の進捗状況を把

握・検証するとともに、社会経済の変化や地球温暖化対策に関連する国内外の動向を踏まえ、より効果的

な施策・事業を展開するために本計画の見直しを行います。 

中間見直しの 

視点 

 計画策定５年間の温室効果ガス排出量の把握 

 中間段階の目標の到達状況の把握 

 中間段階の施策・事業の進捗状況の把握 

 目標到達状況と施策・事業進捗状況を踏まえた地球温暖化対策の再検討 

 国内外の地球温暖化対策に関する動向への対応 

 計画期間の見直し 

 東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う社会経済情勢

の変化への対応 

 

表 1-１ 府中市地球温暖化対策地域推進計画の概要 

計画期間 
平成２３（２０１１）年度から平成３２（２０２０）年度までの１０年間 

※ 必要に応じ中間段階での目標等の到達状況を点検 

削減対象ガス 二酸化炭素（CO２） 

基準年 平成２（１９９０）年度 

削減目標 平成３２（２０２０）年度までに平成２（１９９０）年度比で１５％の削減 
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図 1-1 策定時の二酸化炭素排出量の推計及び削減目標値 



2 

第2章 温室効果ガス排出量の現況 

1. 現況の把握方法 

(1) 対象とする温室効果ガス 

本計画で把握する温室効果ガスの排出量は、地球温暖化対策推進法で規定されている７つの温室効

果ガスとします（表２-１）。なお、地球温暖化対策推進法の改正に伴い、計画策定時から新たに   

三ふっ化窒素（ＮＦ３）が追加されています。 

表 2-1 対象とする温室効果ガス 

温室効果ガス名 用途・排出源等 

二酸化炭素（ＣＯ２） 
電気や都市ガス、ガソリンなどのエネルギーの使用や廃棄物の焼

却に伴い排出されます。 

メタン（ＣＨ４） 

有機物が空気の少ない状態で発酵する時に発生しやすく、水田や

家畜の腸内発酵（ゲップ）、家畜のふん尿などから主に発生して

います。そのほか、ボイラーや自動車における燃料の使用、廃棄

物の燃焼等に伴い排出されます。 

一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 
ボイラーや自動車における燃料の使用、廃棄物の燃焼等に伴い排

出されます。 

ハイドロフルオロカーボン 

（ＨＦＣＳ） 

冷蔵庫や家庭用エアコン、カーエアコン、自動販売機等の冷媒と

して使用されており、使用時や回収作業時における漏洩に伴い排

出されます。 

パーフルオロカーボン 

（ＰＦＣＳ） 

電子部品等洗浄や半導体製造等で使用されており、作業や製造工

程における漏洩に伴い排出されます。 

六ふっ化硫黄（ＳＦ６） 
半導体製造や変電設備における絶縁ガスとして使用されており、

製造工程や点検作業時における漏洩に伴い排出されます。 

三ふっ化窒素（ＮＦ３） 
半導体製造で使用されており、作業や製造工程における漏洩に伴

い排出されます。 

 

(2) 対象とする部門 

温室効果ガスの排出量の把握対象とする部門は、「家庭部門」・「業務部門」の他、「産業部門」・「運

輸部門」・「廃棄物部門」の５つとします（表２-２）。 

表 2-2 計画の対象部門の概要 

部門名 活動内容等 

家 庭 部 門 家庭（自家用車は運輸部門に含む）における電気や燃料の消費 

業 務 部 門 事務所ビル、飲食店、学校などにおける電気や燃料の消費 

産 業 部 門 農業、建設業及び製造業における電気や燃料の消費 

運 輸 部 門 自動車（自家用、事業用）、鉄道による電気や燃料の消費 

廃棄物部門 家庭系ごみ、事業系ごみの処理 

※ 発電所などの「エネルギー転換部門」は、受益者が複数の自治体にまたがるため把握の対象とはしません。 
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(3) 温室効果ガス排出量の算定方法 

温室効果ガス排出量の算定は、「温室効果ガス排出量算定手法の標準化６２市区町村共通版（平成

２３年度改訂）」（公益財団法人東京市町村自治調査会）を用いて行います。 

温室効果ガス排出量の算出式は下記に示すもので、エネルギー消費量に各エネルギーの消費量あた

りの温室効果ガス排出係数を乗じて算出します。エネルギー消費量は、表２-４に示す方法で部門ご

とに算出し、温室効果ガス排出係数は、わが国や東京都の算定で用いられているものと同じ係数を使

用します。 

≪温室効果ガス排出量の算出式≫ 

温室効果ガス排出量 ＝ エネルギー消費量 × 温室効果ガス排出係数 

 

その他、メタン（ＣＨ４）と一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）も、二酸化炭素と同様に「活動量（施設数等）

×活動量あたりの温室効果ガス排出係数」で算出しています（一部の項目では、東京都全体の排出量

を按分しています）。ハイドロフルオロカーボン類（ＨＦＣＳ）、パーフルオロカーボン類（ＰＦＣＳ）、

六ふっ化硫黄（ＳＦ６）については「東京都全体の排出量を按分」して算出しています。 

なお、計画策定時である平成２２（２０１０）年度では「オール東京６２市区町村共同事業『みど

り東京・温暖化防止プロジェクト』」の統計資料の整理・公表の都合により、平成１９（２００７）

年度の温室効果ガス排出量を当時の最新のものとして取り扱っています。今回は、平成２５    

（２０１３）年度の温室効果ガス排出量が最新のものとなります。 

表 2-3 本計画における時系列関係 

年度 内容 

平成２（１９９０）年度 
二酸化炭素（ＣＯ２）・メタン（ＣＨ４）・一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）

の基準年 

平成７（１９９５）年度 

ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣＳ）・パーフルオロカーボン 

（ＰＦＣＳ）・六ふっ化硫黄（ＳＦ６）・三ふっ化窒素（ＮＦ３）の

基準年 

平成 19（２００７）年度 
計画策定時に用いた温室効果ガスの排出量 

（策定時の最新データ） 

平成 22（２０１０）年度 計画策定年度 

平成 25（２０１３）年度 
本計画の見直しに用いる温室効果ガスの排出量 

（現在公表されている最新データ） 

 

≪解説≫基準年 

 基準年とは、温室効果ガスの削減目標を設定する際の基準となる年のことです。

平成３２（２０２０）年度までの計画期間中に、基準年に対してどの程度温室効

果ガスを削減できたかが、本計画に基づく地球温暖化対策の取組効果となります。 
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表 2-4 エネルギー消費量の算定手法の概要 

項目 電力・都市ガスの算定 電力・都市ガス以外の算定 

家庭部門 

■ 電力 

府中市における従量電灯、時間帯別電灯、

深夜電力を推計し積算 

■ 都市ガス 

府中市への家庭用都市ガス供給量を計上 

■ LPG 

世帯あたり LPG 消費量原単位（都） 

× LPG 使用世帯数（府中市） 

※ 都市ガス非普及エリアを考慮 

■ 灯油 

世帯あたり支出金額（都） 

÷ 灯油単価 × 世帯数（府中市） 

業務部門 

■ 電力 

府中市への供給量の内、他の部門以外を

計上 

■ 都市ガス 

府中市への商業用、公務用、医療用の供

給量を計上 

建物用途別燃料消費量原単位（都） 

× 建物用途別床面積（府中市） 

産
業
部
門 

農 業 
燃料消費原単位（都） × 農家数（府中市） 

※ 燃料消費原単位は、東京都全体の値 

建設業 
建設業燃料消費量（都） × 建築着工床面積（府中市）／（都） 

※ 建設業燃料消費量は、東京都全体の値 

製造業 

■ 電力 

「電力・都市ガス以外」と同様に算出 

■ 都市ガス 

府中市への工業用供給量を計上 

業種別燃料消費原単位（都） 

× 業種別製造品出荷額（府中市） 

運
輸
部
門 

自動車 － 
走行量あたりのエネルギー消費原単位※1（都）

× 府中市内走行量 

鉄 道 

■ 電力 

乗降者人員別電力消費原単位 

（鉄道会社別） 

× 市内乗降者人員数（府中市内） 

－ 

廃棄物部門 － 
府中市での焼却量 × プラ・繊維混入率 

×排出係数 

※1 消費原単位：ＬＰＧや各種燃料の消費量を床面積や製造品出荷額等の関連のある量で除した値であり、「ＬＰＧ

消費原単位」や「燃料消費原単位」とも呼ばれます。１単位あたりどのくらいのエネルギーを使

用したのかが分かれば、同様の施設・設備におけるエネルギー消費量を類推することができます。 

 

出典：オール東京６２市区町村共同事業「温室効果ガス排出量算定手法標準化６２市区町村共通版」 
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2. 府中市の二酸化炭素排出の状況（平成２年度比 約２５％増加） 

府中市の平成２５（２０１３）年度の二酸化炭素総排出量は、約 114.5 万トン-CO2であ

り、基準年度である平成２（１９９０）年度（約 91.8 万トン-CO2）に比べて約 24.8％の

増加となっています。前年度比は１％減少しており、平成２１（２００９）年度以降の増加

傾向から平成２５（２０１３）年度は微減となっています。 

計画策定年度である平成２２（２０１０）年度の約 104.1 万トン-CO2 と比較すると   

約 10％の増加となっています。 
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出典：オール東京 62 市区町村共同事業「市部の温室効果ガス排出量」に基づき作成 

図 2-1 府中市の二酸化炭素排出量の推移 
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出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京６２市区町村共同事業）」、「都における温室効果ガス

排出量総合調査（平成２６年、東京都）」、「日本の温室効果ガス排出量データ（温室効果ガスイ
ンベントリオフィス（ＧＩＯ））」に基づき作成 

※ 東京都の平成 3～平成 11(1991～1999)年度の排出量（排出係数変動ケースによる算定値）は
公表されていません。 

図 2-2 二酸化炭素排出量の推移の比較 
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≪参考≫電力の二酸化炭素排出係数の推移 

平成２３（２０１１）年 3 月に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故

により、東京電力の５ヶ所※の原子力発電所の稼動が停止しました。そのため、現在のエネルギー

源別の電力供給量割合はＬＮＧ（液化天然ガス）／ＬＰＧ（液化石油ガス）、石油、石炭を用いた

火力発電が 90％以上を占めるようになり、平成２４（２０１２）年以降、二酸化炭素排出係数が

以前よりも増加しています。その結果、二酸化炭素排出量も増加しています。 

 

※ ２０１１年に停止：東通原子力発電所、女川原子力発電所、福島第一・第二原子力発電所 
  ２０１２年に停止：柏崎刈羽原子力発電所 
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出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京６２市区町村共同事業）」及び「ＣＯ２排出量・排出原

単位と販売電力量（東京電力）」を基に作成 

図 2-3 二酸化炭素排出量と東京電力の排出係数の推移 
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出典：「エネルギー別発電電力量構成比（東京電力）」を基に作成 

図 2-4 エネルギー別発電電力量構成比 
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3. 部門ごとの二酸化炭素排出量の動向 

(1) 二酸化炭素排出構造 

府中市の平成２５（２０１３）年度の二酸化炭素排出量の各部門の占める割合を見ると、家庭部門

及び業務部門がそれぞれ約３０％を占めており、産業部門、運輸部門と続いています。 

構造の変化を見ると、基準年度（平成２（１９９０）年度）及び計画策定年度（平成２２（２０１

０）年度）と比較して運輸部門が減少しています。その一方で、業務部門と家庭部門の割合は、基準

年度（平成２（１９９０）年度）と比較すると増加が顕著です。 

東京都においても府中市と同様の構造ですが、府中市よりも業務部門が占める割合が多くなってい

ます。なお、わが国全体の構造を見ると、東京都や府中市と異なり産業部門が最も多くなっています。 
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出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京６２市区町村共同事業）」、「都における温室効果ガス排出量総合調査

（平成２６年、東京都）」、「日本の温室効果ガス排出量データ（温室効果ガスインベントリオフィス（ＧＩＯ））」
を基に作成 

図 2-5 二酸化炭素排出構造の比較 
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(2) 部門別の排出量の推移 

部門別の二酸化炭素排出量は、平成２３（２０１１）年度以降、家庭部門と産業部門が増加傾向に

ありますが、業務部門は概ね横ばいの状況です。 

一方、運輸部門は平成１５（２００３）年度以降、一貫して減少傾向にあり、基準年度（平成２    

（１９９０）年度）よりも減少しています。 
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出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京６２市区町村共同事業）」を基に作成 

図 2-6 府中市の二酸化炭素排出量の推移（部門別） 
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(3) 家庭部門の動向（平成２年度比 約７１％増加） 

家庭部門では、電気消費（照明器具、冷蔵庫等）や燃料消費（コンロ、給湯器等）による二酸化炭

素排出量を算出します。 

その結果、平成 25（２０１３）年度の二酸化炭素排出量は約 36.3 万トン-CO2であり、基準年

度（平成２（１９９０）年度）の約 21.2 万トン -CO2と比べると約 71%の増加となっています。

また、計画策定年度（平成２２（２０１０）年度）と比べると約 17%の増加となっています。 

二酸化炭素排出量増加の原因は、世帯数の増加や電力会社の排出係数増加と考えられます。しかし、

排出係数が平成２２（２０１０）年から平成 25（２０１３）年までに 43％増加しているのに対し、

二酸化炭素排出量の増加は 15%にとどまっていることから、家電製品の高効率化や市民の省エネ活

動の効果が表れていることが考えられます。 
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出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京６２市区町村共同事業）」を基に作成 

図 2-7 府中市の二酸化炭素排出量の推移（家庭部門） 
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(4) 業務部門の動向（平成２年度比 約９７％増加） 

業務部門は、オフィスビルやデパート、スーパーなどで使用する照明器具やエアコンなどの空調機

器、調理設備や給湯器などに使用される電気消費量や燃料消費量から二酸化炭素排出量を算出します。 

その結果、平成 25（２０１３）年度の二酸化炭素排出量は約 34.6 万トン-CO2であり、基準年

度（平成２（１９９０）年度）の約 17.6 万トン-CO2と比較すると約 97%の増加と、大きく増加

しています（図 2-8）。一方で、計画策定年度（平成２２（２０１０）年度）と比較すると約 4%の

増加であり、近年の傾向としては概ね横ばいになっています。 

業務部門の排出量の内訳は、ほとんどを事務所ビルとその他のサービス業が占めており、いずれも

大きな増加率を示しています。業務部門の平成１５（２００３）年度までの増加原因は事業所ビルが

増加していることに起因しています。なお、平成２２（２０１０）年度以降の二酸化炭素排出量の増

加の主な原因は、家庭部門と同様に電力会社の排出係数の増加によるものだと考えられますが、4%

に抑えられていることから、業務で使用している電化製品の高効率化や節電の効果が表れていると考

えられます。 

175.8

184.6

200.6
203.2

220.6
214.9

211.7
223.4

226.0
229.0

255.0

249.3
306.1

361.6
331.3

380.2
328.9

373.3

370.0

343.0

334.0

336.0

360.0

346.0

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

平
成

2

平
成

3

平
成

4

平
成

5

平
成

6

平
成

7

平
成

8

平
成

9

平
成

1
0

平
成

1
1

平
成

1
2

平
成

1
3

平
成

1
4

平
成

1
5

平
成

1
6

平
成

1
7

平
成

1
8

平
成

1
9

平
成

2
0

平
成

2
1

平
成

2
2

平
成

2
3

平
成

2
4

平
成

2
5

二
酸
化
炭
素
排
出
量
（
千

t-
C

O
2
）

【年度】

業務部門

平成2年度比
97%増

平成22年度比
4%増

基
準
年

計
画
策
定
年

 
出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京 62 市区町村共同事業）」を基に作成 

図 2-8 府中市の二酸化炭素排出量の推移（業務部門） 
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出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京 62 市区町村共同事業）」を基に作成 

図 2-9 業務部門の種類別の二酸化炭素排出量の推移 
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(5) 産業部門の動向（平成２年度比 約１５％減少） 

産業部門は、製造業、建設業、農業・水産業の製造設備や建設機械の稼動に伴う電力消費量や燃料

消費量から二酸化炭素排出量を算出します。 

その結果、産業部門全体の平成２５（２０１３）年度の二酸化炭素排出量は約 23.3 万トン-CO2

であり、基準年度（平成２（１９９０）年度）の約 27.4 万トン-CO2と比べて約 15％の減少とな

っています（図 2-10）。 

産業ごとに基準年度（平成２（１９９０）年度）からの推移を見ると、農業・水産業は約 77％増

加、建設業は約 44％減少、製造業は約 10％減少しています。また、計画策定年度（平成２２    

（２０１０）年度）と比較すると、農業・水産業と建設業の二酸化炭素排出量の変化はなく、製造業

は約 36%増加しています。 

製造業の業種別の排出量の推移を見ると、「電機機械器具」が平成２２（２０１０）年度以降、大

幅に増加しています（図 2-11）。 

 

229.6

234.2

224.2

191.9

216.5

203.7

201.8

219.5

221.7

233.9

217.6

212.2

213.0

210.6

182.1
152.0

142.0

152.2

152.0

137.0

152.0

178.0

202.0

206.0

42.9

40.9

37.9

38.9

48.4

27.6
26.8

36.8
20.9

20.0
18.0

19.5

39.2
23.1

15.0

8.0 9.6

33.5
17.0

19.0

24.0
25.0

21.0
24.0

1.7 1.7
2.3

2.2

2.8

2.9 2.8

2.7
3.1

3.2
3.0 2.7

3.1

3.0

2.9

2.9
2.9

3.0
3.0

3.0 3.0

3.0

3.0 3.0

0

50

100

150

200

250

300

350

平
成

2

平
成

3

平
成

4

平
成

5

平
成

6

平
成

7

平
成

8

平
成

9

平
成

1
0

平
成

1
1

平
成

1
2

平
成

1
3

平
成

1
4

平
成

1
5

平
成

1
6

平
成

1
7

平
成

1
8

平
成

1
9

平
成

2
0

平
成

2
1

平
成

2
2

平
成

2
3

平
成

2
4

平
成

2
5

二
酸
化
炭
素
排
出
量
（
千

t-
C

O
2
）

【年度】産業部門

農業・水産業

建設業

製造業

<農業・水産業>

平成2年度比

77%増

平成22年度比

変化無し

<建設業>

平成2年度比

44%減

平成22年度比

変化なし

<製造業>

平成2年度比

10%減

平成22年度比

36%増

基
準
年

計
画
策
定
年

 
出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京６２市区町村共同事業）」を基に作成 
※ グラフ中に示した二酸化炭素排出量の合計値は、四捨五入の関係により文中の数値

と完全には一致しません。 

図 2-10 府中市の二酸化炭素排出量の推移（産業部門） 
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出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京 62 市区町村共同事業）」を基に作成 

図 2-11 製造業の業種別二酸化炭素排出量の推移 
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(6) 運輸部門の動向（平成２年度比 約１９％減少） 

運輸部門は、府中市内を走行する自動車の燃料消費量や鉄道が使用する電力消費量から二酸化炭素

排出量を算出しています。 

その結果、平成２５（２０１３）年度の二酸化炭素排出量は約 19.7 万トン-CO2となり、基準年

度（平成２（１９９０）年度）の約 24.4 万トン-CO2と比較すると約 19%の減少となっています。

ただし、内訳を見ると自動車が 24％減少しているのに対し、鉄道は 70％増加しています（図 2-12）。 

国、東京都、府中市ともに、自動車は平成１２（２０００）年前後をピークとして、全体的に減少

傾向にあり、特に東京都と府中市では近年急激な減少傾向を示しています。 

鉄道の二酸化炭素排出量は、府中市内の駅の乗降者数を基に計算しているため、ＪＲ南武線西府駅

の開業等による乗降客数の増加が影響しているものと考えられます。 
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出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京 62 市区町村共同事業）」に基づき作成 

図 2-12 府中市の二酸化炭素排出量の推移（運輸部門） 
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(7) 廃棄物部門の動向（平成 2 年度比 約 41％減少） 

廃棄物部門は、廃棄物（プラスチック類と合成繊維）の焼却量から二酸化炭素排出量を算出してい

ます。 

その結果、平成 25（２０１３）年度の二酸化炭素排出量は約 7 万トン-CO2であり、基準年度（平

成２（１９９０）年度の約1.2万トン-CO2と比較すると、約41％の減少となっています（図2-13）。 

これまでの推移を見ると、平成１４（２００２）年度及び平成１８（２００６）年度に突出して高

い排出量となっています。廃棄物の二酸化炭素排出量は、プラスチック類と合成繊維の焼却量から算

定していますが、これらの焼却量を推計するために用いている「ごみの組成率」が、両年度のみ、東

京都市町村の全体平均を用いていることに起因しています。 
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出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京 62 市区町村共同事業）」に基づき作成 

図 2-13 府中市の二酸化炭素排出量の推移（廃棄物部門） 
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4. 府中市の６ガス（ＣＨ４、Ｎ２Ｏ、ＨＦＣＳ、ＰＦＣＳ、ＳＦ６、ＮＦ３）の状況 

二酸化炭素以外の６つの温室効果ガスの動向についてに示します。 

まず、地球温暖化対策推進法の改正に伴い、新たに「三ふっ化窒素」が排出量の算定に追加されま

した。これに伴い、平成２３（２０１１）年度から排出量の推計を行っています。 

次に本計画の策定時から排出量の算定を行っている５つのガスの推移を見ると、ハイドロフルオロ

カーボン類のみが大きく増加しています。ハイドロフルオロカーボン以外の 4 つの温室効果ガスは

すべて基準年度※以下になっています。 

ハイドロフルオロカーボン類の増加要因としては、モントリオール議定書規制対象である HCFCs

から HFCs への代替により、HFCs の仕様用途が増加したことに起因しています。 
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出典：「市部の温室効果ガス排出量（オール東京 62 市区町村共同事業）」に基づき作成 

図 2-14 府中市の 5ガスの推移 
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5. 府中市の温室効果ガス（現況）のまとめ 

府中市の温室効果ガスの状況として、二酸化炭素及びハイドロフルオロカーボン類が基準年度※に

比べて増加しており、その他のガスは減少しています。また、平成２５（２０１３）年度時点におい

て、二酸化炭素が温室効果ガス全体の 94.6％を占めています。 

また、計画策定年度（平成２２（２０１０）年度）と比較すると、一酸化二窒素以外の温室効果ガ

スは増加しています。特に、増加率ではパーフルオロカーボンが、増加量ではハイドロフルオロカー

ボン類が大きく増加しています。 

 

表 2-4 温室効果ガスの基準年比 

ガスの種類 
基準年度※１ 平成２５（２０１３年度） 基準年度比 

（％） 排出量（千 t-CO2） 排出量（千 t-CO2） 構成比（％） 

二酸化炭素 917.47  1145.05 94.62% 24.8%増 

メタン 1.46  1.34 0.11% 8.1%減 

一酸化二窒素 10.08  4.12 0.34% 59.1%減 

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ類 3.10  56.59 4.68% 1,723.9%増※２ 

ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ類 2.19  2.18 0.18% 0.2%減 

六ふっ化硫黄 2.14  0.72 0.06% 66.4%減 

三ふッ化窒素 0.09 0.15 0.01% 75.4%増 

※１ 基準年度は、二酸化炭素・メタン・一酸化二窒素が平成２（１９９０）年度、その他のガスは平成７      
（１９９５）年度です。 

※２ ハイドロフルオロカーボン類は東京都全体の排出量を按分して算出した値であり、この増加の傾向は東京都全
体の傾向を示しています。 

 

表 2-5 温室効果ガスの策定年比 

ガスの種類 
計画策定年度※１ 平成２５（２０１３年度） 計画策定年度比

（％） 排出量（千 t-CO2） 排出量（千 t-CO2） 構成比（％） 

二酸化炭素 1041.39 1145.05 94.62% 10.0%増 

メタン 1.17 1.34 0.11% 14.2%増 

一酸化二窒素 5.27 4.12 0.34% 21.8%減 

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ類 34.47 56.59 4.68% 64.2%増 

ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ類※２ 0.00 2.18 0.18% 120,340%増 

六ふっ化硫黄 0.39 0.72 0.06% 83.8%増 

三ふッ化窒素 － 0.15 0.01% ― 

※１ 計画策定年度は、平成２２（２０１０）年度です。 
※２ パーフルオロカーボン類は平成２２（２０１０）年度の排出量が 0.0018 千 t-CO2だったため、計画策定年

度比が大きくなっています。 
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第3章 市民及び事業者の環境意識調査結果 

本計画の策定時に市民及び事業者への環境意識調査として、郵送によるアンケート調査を行いまし

た。今回の見直しに合わせ、環境意識の変化や地球温暖化対策の取組状況を把握するため、市民及び

事業者にアンケート調査を行いました。 

 

1. 市民の環境意識調査結果 

(1) アンケート実施概要 

無作為に抽出した20歳以上の市民１，５００人を対象にアンケート調査を実施しました（表3-1）。 

今回、個別施策に関連する取組状況や省エネ機器等の導入状況を把握するため、問 5 に家電機器

の更新状況に関する設問を追加しました。また、問 8 では地球温暖化対策の府中市の取組に関する

設問を追加しています。 

 

表 3-1 市民アンケート実施概要 

実施概要 内容 

実施期間 平成２８（２０１６）年５月２５日から６月８日まで 

対象者 無作為に抽出した２０歳以上の市民１，５００人 

配布数 １，５００部 

回収数 ５８７部 回収率 ３９％ 

 

市民アンケート結果まとめ 

1. 環境に対する市民の意識は非常に高いことがわかりました。 

2. 家庭で行なえる省エネ活動（こまめな消灯、テレビをつけっぱなしにしない等）は多くの市民

が行なっています。 

3. 過去５年以内に多くの家庭で家電製品の買い替えが行なわれていることがわかりました。中で

も照明器具を買い換えた家庭は５８%にのぼり、特に多いことがわかりました。 

4. 省エネ効果の高い機器（太陽光発電システム等）を導入している家庭は、まだ少ないことがわ

かりました。 

5. 省エネ効果の高い機器導入のためには「補助などの支援」が市民から求められています。 

6. 府中市の地球温暖化対策の取組の一部に、市民からの認知度が低いものがありました。 
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(2) アンケート結果概要 

問１ 地球温暖化についてどう思いますか。（○は１つ） 問１　地球温暖化について、どう思いますか。（○は１つ）

アンケート結果

① 非常に関心がある

② 関心がある

③ あまり関心がない

④ 関心がない

⑤ わからない

№ 設　　問

132

391

54

5

3

0 100 200 300 400 500 600

①

②

③

④

⑤

単位：人

 

 地球温暖化に関して「非常に関心がある」・「関心がある」と回答した市民は９０%にのぼり、地球

温暖化への関心が極めて高いことがわかりました。 

 

問２ 地球温暖化を防ぐため、府中市や国が取 り組みを行うことについてどう思いますか。（○は１つ） 問２　地球温暖化を防ぐため、府中市や国が取り組みを行うことについて、どう思いますか。（○は１つ）

アンケート結果

① 早急に取り組む必要がある

② 取り組む必要がある

③
今はまだ取り組む必要はな
い

④ 取り組む必要はない

⑤ わからない

№ 設　　問

247

310

4

3

19
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①
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③

④
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単位：人

 

 府中市や国が地球温暖化を防ぐための取組を「早急に取り組む必要がある」・「取り組む必要がある」

と回答した市民は 95%にのぼり、ほとんどの市民が市や国に対して地球温暖化対策の取組を求め

ていることがわかりました。 
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問３ あなたのご家庭で省エネルギー活動などをさらに進めるためには、何が必要でしょうか。（○は２つまで） 

アンケート結果

①
方法、効果などのわかりや
すい情報

② 家族の理解・協力

③ 取り組みに対する利益

④ 地域での協力関係

⑤ 面倒でないこと

⑥ その他

№ 設　　問

427

155

140

93

207

15

0 100 200 300 400 500 600
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②

③

④

⑤

⑥

単位：人

 
 家庭での省エネルギー活動をさらに進めるため必要なものとして、「方法、効果などのわかりやす

い情報」の回答が最も多く、続いて「面倒でないこと」でした。 

 市民は、「わかりやすく実践しやすい省エネルギー活動の情報提供」を求めていることがわかりま

した。 
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問４ 地球温暖化を防ぐため、あなたのご家庭で実施している取り組みを教えてください。（項目ごとに○は１つ） 

【家電の使用、移動について】 

アンケート結果

こまめに消灯している

テレビはつけっぱなしにしな
い

冷暖房の温度を冷房28℃、
暖房20℃にしている

野菜などの下ごしらえに電
子レンジを利用している

シャワーの使用時間を１日
３分以内にしている

冷房設備に頼らないための工夫

（敷地内の緑化（生け垣設置、緑

のカーテン、屋上緑化等）、よし

ず・すだれの活用、打ち水の実

施など）をしている

近くへは徒歩や自転車で移
動している

遠出の際は、できるだけ公
共交通機関を利用している

急発進、急加速をしない運
転、アイドリングストップ（エ
コドライブ）をしている

家
電
の
使
用

設　　問

移
動

69%

58%

37%

15%

11%

23%

74%

44%

57%

28%

34%

37%

44%

18%

27%

20%

33%

24%

2%

7%

14%

18%

29%

21%

4%

10%

6%

1%

1%

13%

23%

42%

29%

3%

12%

13%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

 

凡例 常に行う ときどき行う これからしたい 予定はない

 

 地球温暖化防止のための取り組みとして、「家電の使用に関する取り組み」は積極的に行なわれて

いることがわかりました。 

 「家電の使用に関する取り組み」の中で、「シャワーの使用時間を１日３分以内にしている」は「常

に行なう」、「ときどき行なう」と回答した市民は２９%であり、実践している市民は少ないことが

わかりました。 

 「移動に関する取り組み」の中で「急発進、急加速をしない運転、アイドリングストップ（エコド

ライブ）をしている」は「常に行なう」と回答した市民が計画策定時より 6 ポイント増加してい

ます。 
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問４ 地球温暖化を防ぐため、あなたのご家庭で実施している取り組みを教えてください。（項目ごとに○は１つ） 

【暮らしについて】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地球温暖化防止のための取り組みとして、「暮らしに関する取り組み」は積極的に行なわれている

ことがわかりました。 

 「環境に関するイベントや地域活動に参加している」について、「常に行う」・「ときどき行う」と

回答した市民は 16%であり、イベントや地域活動に参加している市民は少ないようです。 

 「家庭用のゴミ処理機器（コンポスト等）の利用」と回答した市民は１０%であり、家庭用のゴミ

処理機器の普及は少ないことがわかりました。 

 

 

 

 

 

お風呂は、入浴時間を空け
ないようにしている

ペットボトルや空き缶などを
分別している

買い物は、マイバッグを使
用している

環境に関するイベントや地
域活動に参加している

食材を選ぶ際は府中市近
隣、尐なくとも国内で生産さ
れた食材を選んでいる

ごみが尐なくなるような買い物
の仕方を心掛けている。(袋売
り、ばら売りの利用、詰め替え
商品の積極的購入等）

家庭用のゴミ処理機器（コ
ンポスト等）の利用

暮
ら
し

凡例
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問５ あなたのご家庭で、過去５年間（平成２３年度から現在まで）に省エネ効果の高い家電製品の買い替えを

行いましたか。（項目ごとに〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 省エネ効果の高い家電製品に買い換えたという回答が半数近くあり、省エネ効果の高い家電製品へ

の買い替えが行われていることがわかりました。中でも、照明機器を買い換えたとの回答は５８％

のぼり、照明機器の買い替えが多いことがわかりました。 

 

問６ あなたのご家庭では、再生可能エネルギーなど省エネ効果の高い機器を使っていますか。または、知っ

ていますか。（項目ごとに○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再生可能エネルギーや省エネ効果の高い機器を使用しているとの回答は少なく、導入は進んでいな

いことがわかりました。そのうち、高効率給湯器（エコキュート、エコジョーズなど）を使用して

いるとの回答は他に比べ多くなっています。 

 再生可能エネルギーや省エネ効果の高い機器の認知度は全体的に高い一方で、ＨＥＭＳ（ホームエ

ネルギーマネジメントシステム）の認知度は低くなっています。 

アンケート結果

高効率給湯器（エコキュート、エコ
ジョーズなど）

設　　問

小型風力発電

クリーンエネルギー自動車

太陽光発電

太陽熱利用

燃料電池（エネファームなど）

雨水貯留タンク・雨水浸透桝

HEMS（ホームエネルギーマネジメ
ントシステム）の導入

凡例

4%

2%

0%

5%

15%

4%

2%

1%

17%

15%

9%

13%

14%

15%

13%

7%

77%

68%

56%

65%

58%

67%

54%

24%

2%

16%

34%

18%

13%

14%

31%

68%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

使っている 使いたい 知っている 知らない

アンケート結果

冷蔵庫

その他の家電

設　　問

エアコン

照明機器

凡例

47%

58%

35%

42%

53%

43%

65%

58%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

買い換えた 買い換えていない
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問７ あなたのご家庭で、再生可能エネルギーなど省エネ効果の高い機器の導入を進めるためには、何が必

要でしょうか。（○は２つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 省エネ効果の高い機器の導入のために「導入効果などの情報」、「補助制度などの支援」が市民から

求められています。 

 

 

 

問7　あなたのご家庭で、再生可能エネルギーなど省エネ効果の高い機器の導入を進めるためには、何が必要でしょうか。（○は２つまで）

アンケート結果

①
機器の導入方法などの情
報

② 導入効果などの情報

③ 機器の価格などの情報

④ 補助制度などの支援

⑤
取り組みに対する利益があ
ること

⑥ 行政による規制

⑦ 面倒でないこと

№ 設　　問

122

202

162

329

130

31

117

0 100 200 300 400 500 600

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

単位：人
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問８ 地球温暖化を防ぐため、府中市の取り組みは充分だと思いますか。（項目ごとに○は 1 つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 取組を知らないという回答が半数近くを占める取組もあり、地球温暖化防止のために府中市が行っ

ている取組の認知度がやや低いことが分かりました。中でも、「地球温暖化防止についての相談窓

口（環境保全活動センター）の設置」の取組を知らないとの回答が半数を超え、認知度が低くなっ

ています。 

 「公共交通機関の充実」・「駐輪場や自転車専用道路などの整備」・「ごみの減量・リサイクルの推進」

などの日常生活に関連するものについては、取組が十分であるとの回答が多くなっています。 

アンケート結果

①
地球温暖化問題の現状や
国内外の動向に関する情
報の提供

②
地球温暖化対策のメニュー
やその効果に関する情報の
提供

③

省エネルギー機器、再生可
能エネルギー機器等の導
入コストに関する情報の提
供

④

省エネルギー機器、再生可
能エネルギー機器等の導
入や環境活動団体に対して
の助成や支援

⑤
みどりのカーテンや屋上・壁
面緑化の導入促進

⑥ 環境教育・学習の充実

⑦
地球温暖化に関するイベン
トや講演会の定期的な開催

⑧
府中市役所（公共施設）に
おける温室効果ガス排出抑
制への積極的な取り組み

⑨
温室効果ガス排出抑制の
ための組織・しくみづくり

⑩
地球温暖化防止について
の相談窓口（環境保全活動
センター）の設置

⑪ 公共交通機関の充実

⑫
駐輪場や自転車専用道路
などの整備

⑬
ごみの減量・リサイクルの
推進

設　　問

凡例

№

21%

22%

23%

21%

37%

32%

18%

26%

20%

19%

52%

47%

69%

27%

23%

22%

24%

25%

24%

31%

23%

23%

23%

28%

24%

20%

10%

10%

10%

8%

9%

8%

8%

6%

7%

6%

8%

19%

5%

43%

45%

45%

48%

30%

36%

43%

45%

49%

52%

12%

10%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

そう思う どちらともいえない そうは思わない 取り組みを知らない
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問８ また、今後府中市が重点的に行う必要があると思う取り組みはどれでしょうか。（３つまで選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後、府中市が重点的に行なう必要があると考えている取組で最も多かったのは「駐輪場や自転車

専用道路などの整備」でした。 

 「地球温暖化対策のメニューやその効果に関する情報の提供」、「省エネルギー機器、再生可能エネ

ルギー機器等の導入や環境活動団体に対しての助成や支援」を望む市民も多いことがわかりました。 

アンケート結果

①
地球温暖化問題の現状や
国内外の動向に関する情
報の提供

②
地球温暖化対策のメニュー
やその効果に関する情報の
提供

③

省エネルギー機器、再生可
能エネルギー機器等の導
入コストに関する情報の提
供

④

省エネルギー機器、再生可
能エネルギー機器等の導
入や環境活動団体に対して
の助成や支援

⑤
みどりのカーテンや屋上・壁
面緑化の導入促進

⑥ 環境教育・学習の充実

⑦
地球温暖化に関するイベン
トや講演会の定期的な開催

⑧
府中市役所（公共施設）に
おける温室効果ガス排出抑
制への積極的な取り組み

⑨
温室効果ガス排出抑制の
ための組織・しくみづくり

⑩
地球温暖化防止について
の相談窓口（環境保全活動
センター）の設置

⑪ 公共交通機関の充実

⑫
駐輪場や自転車専用道路
などの整備

⑬
ごみの減量・リサイクルの
推進

№ 設　　問

73

109

91

119

87

70

7

70

56

8

87

154

128

0 100 200 300 400 500 600

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

単位：人
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【参考】回答者の属性 

① 年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 世帯人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 住居 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問9　あなたの年齢（○は１つ）

アンケート結果

① １０代

② ２０代

③ ３０代

④ ４０代

⑤ ５０代

⑥ ６０代

⑦ ７０代以上

№ 設　　問

1

60

105

143

134

127

15

0 100 200 300 400 500 600

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

単位：人

問10　あなたの世帯の人数（○は１つ）

アンケート結果

① １人

② ２人

③ ３人

④ ４人

⑤ ５人

⑥ ６人以上

№ 設　　問

52

165

166

147

43

13

0 100 200 300 400 500 600

①

②

③

④

⑤

⑥

単位：人

問11　あなたのお住まいの建て方（○は１つ）

アンケート結果

① 一戸建て

② アパート・マンション

③ 店舗兼住宅

④ その他

№ 設　　問

269

302

7

8

0 100 200 300 400 500 600

①

②

③

④

単位：人
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④ 住居の所有形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 自動車保有台数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問12　あなたのお住まいの所有形態（○は１つ）

アンケート結果

① 持ち家

② 賃貸（借家含む）

③ 社宅・寮

④ その他

№ 設　　問

418

147

16

5

0 100 200 300 400 500 600

①

②

③

④

単位：人

問13　あなたのご家庭の自動車台数（○は１つ）

アンケート結果

① １台

② ２台

③ ３台以上

④ 所有していない

№ 設　　問

327

82

32

145

0 100 200 300 400 500 600

①

②

③

④

単位：人
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2. 事業者の環境意識調査結果 

(1) アンケート概要 

府中市内の産業中分類別の事業所及び従業者数により抽出した事業所にアンケート調査を実施し

ました（表 3-2）。 

表 3-2 事業者アンケート実施概要 

実施概要 内容 

実施期間 平成２８（２０１６）年６月９日から６月２４日まで 

対象者 産業中分類別の事業所及び従業者数により抽出した事業所  

配布数 ５００部 

回収数 １９９部 回収率 ４０％ 

 

事業者アンケート結果まとめ 

1. 省エネ活動を行なう必要があると感じつつ、実行に移すことが難しいと感じている事業者が多

いことがわかりました。 

2. 事業所で行なえる省エネ活動（照明の間引き、業務機器の更新等）に取り組んでいる事業者は

多いことがわかりました。 

3. 市民同様、省エネ効果の高い機器（太陽光発電システム等）の導入を行なっている事業者はま

だ少ないことがわかりました。 

4. 省エネ効果の高い機器の導入のためには「導入補助制度などの支援」が事業者から求められて

います。 

 

(2) アンケート結果概要 

問１ 貴事業所では、地球温暖化に対する方針などはありますか。（○は１つ） 
問１　貴事業所では、地球温暖化に対する方針などはありますか。（○は１つ）

アンケート結果

①
本事業所でCSRや
ISO14001などに基づく方針
がある

②
本社でCSRなどに基づく方
針があり、指導などを受け
ている

③ 特に方針はない

④ わからない

⑤ その他

№ 設　　問

7

9

144

21

12

0 100 200 300 400

①

②

③

④

⑤

単位：事業所

 

 「特に方針はない」という回答が最も多くなっています。 

 計画策定時の調査結果と比較すると「特に方針はない」と回答した事業者が減少し、事業所内や本

社で方針がある事業者が微増しています。 
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問２ 貴事業所では、省エネルギーへの取り組みをどのようにお考えですか。（○は１つ） 

アンケート結果

①
地球環境への負荷を減らすた
め、省エネルギーに取り組む

ことは重要である

②
省エネルギーに取り組むの
は、光熱水費を抑えること
が目的である

③
省エネルギーに取り組むの
は重要だが、行動に移すの
は難しい

④
省エネルギーに取り組みた
いが、方法などがよくわから
ない

⑤ その他

№ 設　　問

89

31

39

27

6

0 100 200 300 400

①

②

③

④

⑤

単位：事業所

 

 省エネルギーに取組むことが重要であると考える事業者が半数近くにのぼりました。 

 省エネルギーに取組みたいが、行動に移すことが難しいや方法がわからないといった回答も多く見

られます。 

 

問３ 貴事業所で省エネ活動を促進するため、何が必要だと思いますか。（○は２つまで） 

アンケート結果

① 取り組み方法の情報

② 取り組み効果の情報

③ 先進事例の情報

④ 省エネ研修会などの開催

⑤ 行政による規制

⑥ 事業活動の維持

⑦ 取り組みに対する利益

⑧ 面倒でないこと

⑨ その他

№ 設　　問

85

61

19

21

18

17

47

61

7

0 100 200 300 400

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

単位：事業所

 

 省エネ活動のために必要なものは「取り組み方法の情報」だと答えた事業者が 25%でした。 

 「取り組みの効果の情報」・「取り組みに対する利益」・「面倒でないこと」の回答も多く、取組の費

用対効果等を踏まえた取組が必要であると考えられます。 

 計画策定時の調査結果と比較すると「取り組みの利益」が必要だと答えた事業者が 4 ポイント増

加しています。 
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問４ 地球温暖化を防止するため、貴事業所で実施している取り組みを教えてください。（項目ごとに○は１つ）  

アンケート結果

製造工程設備の稼動についての取り組

み（ボイラー、コンプレッサー、ポンプなど

の運用の効率化）

通勤への自家用車の利用を抑制
（電車、バス、自転車利用の促
進、あいのりの実施など）

その他

冷暖房機・冷蔵・冷蔵機の機器使用

時におけるフロン類の漏えい防止対

策（簡易点検・定期点検の実施等）

都市ガス・LPガスなどへの燃料転
換

社有車の運転方法の工夫（エコド
ライブ、目的地や人数に応じた運
行管理など）

クリーンエネルギー自動車の導入
（電気自動車、ハイブリッド自動車
など）

照明の点灯と消灯についての取り
組み（不要時のこまめな消灯、照
明の間引きなど）

製造工程設備の更新・新設（高効
率機の採用など）

エレベータの稼動についての取り組

み（停止階の間引き、最寄り階への

階段利用の呼びかけなど）

建物の壁面や屋上の緑化

廃熱の回収・利用

照明器具の更新・新設（白熱球の電

球型蛍光灯・LED照明への交換、セン

サー付照明の採用など）

冷暖房の稼動についての取り組み

（冷暖房時間の見直し、設定温度の

見直し、不要時の停止など）

冷暖房の更新・新設（利用場所や
容量・用途に応じた高効率機、ノン
フロン機の採用など）

冷蔵・冷凍機の更新・新設（高効率機・ノ

ンフロン機の採用など）

設　　問

エネルギー管理（エネルギー使用
量やCO2排出量の記録など）

省エネ診断・改修、ESCO事業の
実施

環境に関するイベントや地域活動
に参加している

凡例

89%

56%

83%

33%

18%

30%

12%

5%

5%

5%

3%

25%

37%

13%

20%

9%

6%

10%

5%

8%

39%

11%

43%

40%

35%

14%

15%

5%

17%

12%

10%

21%

36%

20%

16%

23%

33%

5%

0%

2%

2%

10%

9%

11%

2%

8%

2%

33%

13%

14%

5%

16%

16%

31%

32%

29%

2%

2%

4%

15%

34%

24%

71%

73%

88%

45%

72%

51%

37%

35%

44%

44%

38%

28%

90%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実行している 今後は実行したい 今後も実行しない 該当しない
 

 「照明の点灯と消灯についての取り組み」・「冷暖房の稼動についての取り組み」は、実行している

との回答が最も多く、事業者の活動として積極的に行われていることがわかりました。 

 「照明器具の更新・新設」・「冷暖房の更新・新設」・「冷蔵・冷凍機の更新・新設」を今後は実行し

たいとの回答が多く、環境低負荷型の機器や設備への更新に意欲があるものと考えられます。 
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問５ 貴事業所での再生可能エネルギーなど省エネ効果の高い機器の使用状況や認知度を教えてください。

（項目ごとに○は１つ） 

アンケート結果

高効率給湯器（エコキュート、エコ
ジョーズなど）

温度差熱利用（地中熱利用等）

バイオマス発電

バイオマス熱利用

バイオマス燃料製造（ＢＤＦなど）

燃料電池（エネファームなど）

雨水貯留タンク・雨水浸透桝

凡例

風力発電

中小規模水力発電

地熱発電

太陽光発電

BEMS（ビルエネルギーマネジメン
トシステム）

その他

太陽熱利用

設　　問

4%

2%

1%

0%

0%

0%

0%

1%

0%

8%

2%

4%

1%

8%

8%

4%

3%

4%

2%

2%

1%

1%

6%

7%

5%

1%

100%

87%

79%

89%

56%

67%

37%

46%

39%

29%

62%

68%

67%

22%

1%

11%

6%

42%

30%

62%

52%

59%

70%

24%

23%

24%

76%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

使っている 使っていない 知っている 知らない
 

 全体的に再生可能エネルギーや省エネ効果の高い機器を使用しているとの回答は少なく、これらの

導入は進んでいないことがわかりました。 

 太陽光・風力・地熱などの再生可能エネルギーや高効率給湯器・燃料電池などの省エネ効果の高い

機器を使用しているとの回答は非常に少ないものの、知っていると回答した事業者は多く、認知度

は高くなっています。 

 地中熱・バイオマスなどの再生可能エネルギーやＢＥＭＳ（ビルエネルギーマネジメント）を知ら

ないと回答した事業者が多く、認知度が低くなっています。 
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問６ 貴事業所で再生可能エネルギーなどの省エネ機器・設備の導入を促進するため、何が必要だと思いま

すか。（○は２つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 再生可能エネルギーや省エネ効果の高い機器の導入を促進するために必要なものとして、「導入補

助制度などの支援」との回答が最も多く、続いて「導入方法の情報」・「導入効果の情報」・「機器の

種類や価格などの情報」となっています。 

 事業者は、導入の補助制度や情報提供を望んでいることが分かりました。 

 

 

アンケート結果

① 導入方法の情報

② 導入効果の情報

③
機器の種類や価格などの
情報

④ 先進事例の情報

⑤ 導入補助制度などの支援

⑥ 行政による規制

⑦
研修会開催やアドバイザー
などの派遣

⑧ 事業活動の維持

⑨ 取り組みに対する利益

⑩ 面倒でないこと

⑪ その他

設　　問№

55

57

48

16

63

5

6

9

32

45

7

0 100 200 300 400

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

単位：事業所
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【参考】回答者の属性 

① 業種 

アンケート結果

① 農林水産業

② 鉱業

③ 建設業

④ 製造業

⑤ 電気・ガス・熱供給業

⑥ 情報通信業

⑦ 運輸業

⑧ 卸売・小売業

⑨ 金融・保険業

⑩ 不動産業

⑪ 飲食店・宿泊業

⑫ 医療、福祉

⑬ 教育学習支援業

⑭ 複合サービス事業

⑮ サービス業

⑯ 公務

⑰ その他

設　　問№

0

0

35

11

1

0

2

46

1

13

31

1

0

1

26

0

5

0 100 200 300 400

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

単位：事業所

 

 

② 事業所形態 

アンケート結果

① 店舗・飲食店

② 事務所・営業所

③ 工場・作業所

④ 輸送・配送センター

⑤ 倉庫

⑥ その他

№ 設　　問

78

73

18

0

1

3

0 100 200 300 400

①

②

③

④

⑤

⑥

単位：事業所
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③ 従業員数 

アンケート結果

① １～４人

② ５～９人

③ １０～１９人

④ ２０～２９人

⑤ ３０～４９人

⑥ ５０人以上

№ 設　　問

101

28

18

9

6

9

0 100 200 300 400

①

②

③

④

⑤

⑥

単位：事業所

 

④ 建物所有形態 

アンケート結果

① 賃貸（建物全体を賃貸）

②
賃貸（建物の一部フロアを
賃貸）

③ 自社保有

④ その他

№ 設　　問

30

47

91

3

0 100 200 300 400

①

②

③

④

単位：事業所

 

⑤ 府中市での操業（営業）年数 

アンケート結果

① ２年未満

② ２～５年未満

③ ５～１０年未満

④ １０～２０年未満

⑤ ２０年以上

№ 設　　問

0

5

5

18

144

0 100 200 300 400

①

②

③

④

⑤

単位：事業所

 

⑥ 環境マネジメントシステムの（国際規格 ISO14001規格の認証）対応状況 

アンケート結果

①
全社（全事業所）において
既に認証を取得した

②
一部の事業所で認証を取
得した

③
今後認証を取得する予定で
ある

④
ISO規格に基づくシステムを構築

した（構築する予定である）が、

認証を取得するつもりはない

⑤ ISO規格等に関心はない

⑥
ISO規格以外に、環境マネジメン

トシステムを構築した（構築する

予定である）

№ 設　　問

7

2

6

32

117

4
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③
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⑥

単位：事業所
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第4章 中間見直しのスケジュール 

 平成28年 平成29年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

平成28年 平成29年

市民・事業者

環境審議会

府中市庁議等

事務局

見

直

し

方

針

の

検

討

● 温室効果ガス排出量推計
● 統計資料調査
● アンケート調査

関

連

資

料

収

集

推

進

計

画

改

訂

版(

案)

の

作

成

推進計画改訂版（案）の調整
（パブリックコメントの反映等）

推

進

計

画

改

訂

版

の

策

定

答申 情報提供

● 温室効果ガス排出量の

将来予測

● 計画期間の見直し

● 個別施策の見直し

● 計画改定版(素案)の検討

答申

情報提供 情報提供

市民・事業者
アンケート

市民：5/25発送、6/8回収

事業者：6/9発送、6/24回収

パブリック

コメント

第１回（7/13）

・排出量の現況

・ｱﾝｹｰﾄ調査結果報告

・策定ｽｹｼﾞｭｰﾙ

第2回（8月）

・排出量将来予測

・計画の見直し

第3回（10月）

・計画改訂版（案）

の確定

・答申案の検討

第4回（1月）

・パブリックコメント
の結果報告

諮問

パブリックコメント
実施

情報提供

庁

議

庁

議



 

 


